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1. 序章

1.1 調査目的と背景 

我が国の電力供給用電線・ケーブルは，高度経済成長期

において，面的に広がる電力需要に対し安定供給すべく，

多種多様な環境の下に施設されてきた。とりわけ，配電用

絶縁電線・ケーブルは膨大な施設量となっており，近年に

おいては，様々な不具合事象が発生している。 

配電用絶縁電線・ケーブルについては，劣化や製作不完

全などに起因する不具合事象を未然に防ぐため，製造会社，

電力会社での不具合メカニズムの解明，劣化診断手法の提

案，材料性能などの改善が図られてきた。 

しかしながら，製造会社，電力会社において実施されて

いる製品および材料の評価手法や考え方が，体系的に整理

されている調査報告や技術報告は少ないことから，高度経

済成長期に施設した設備の劣化診断などの必要性が増して

いる現在の状況において，絶縁電線・ケーブルの診断・評

価手法，考え方を解説することは，大きな価値をもたらす

ものとなる。 

そこで，絶縁電線・ケーブルの製造から撤去に至るまで

の各過程における診断・評価方法や技術動向を調査すると

ともに整理・解説し，今後の診断技術の向上に資すること

を目的として「配電用絶縁電線・ケーブルにおける診断・

評価手法の実態と課題」調査専門委員会を設立した。 

1.2 調査範囲 

1.2.1 対象用品 

今回，調査対象とした用品は，配電用絶縁電線・ケーブ

ルおよび接続材料とした。なお，接続材料については，ク

ランプ類など電線と直接接するものと定義し，付属するテ

ープやカバー類は対象外とした。 

用途については，電力会社で使用されているものとし，

架空設備，地中設備ともに幅広い用途を対象とした。 

1.2.2 劣化事象の調査範囲 

対象用品における劣化事象としては，絶縁破壊などによ

り配電線故障に至った事象だけでなく，配電用品としての

性能低下に至った事象についても網羅的に調査した。 

また，経年に伴う劣化事象だけでなく，台風などの風害

や冠雪などの雪害といった自然界による外的事象について

も，広義の劣化事象と定義し，調査対象とした。 

1.2.3 調査の基本的考え方 

設備実態の把握や劣化・不具合事象の調査にあたっては，

本調査専門委員会に参加している電力会社の事例を中心に

調査を行い，その他の電力会社に対してはアンケートにて

補完を行った。抽出した劣化事象のうち，用品の設計や製

造に起因する事象については，本調査専門委員会に参加し

ている製造会社などにおける対策事例や新技術，管理手法

なども調査を行った。 

また，劣化診断手法，更新技術などの現状の問題点の対

策として，将来実用化が期待される新技術についても文献

調査を通じ可能な限り調査を行った。 

さらに，送電分野における不具合事象や評価診断手法に

範囲を広げ調査を行うことにより，配電用品との共通点や

技術応用の可能性についても調査を行った。 

1.3 各章の概要 

1.3.1 絶縁電線・ケーブルの仕様と設備実態（2 章） 

絶縁電線・ケーブルおよび接続材料における主な仕様に

ついて，劣化事象と関連づけた変遷を含めて調査を行った。

また，絶縁電線・ケーブルの設備量の推移についても，（一

社）日本電線工業会による出荷集計（銅・アルミ別）を基

に，調査を行った。 

さらに，電力会社における絶縁電線・ケーブル起因の故

障統計を基に，故障原因に対する用品劣化モードを整理し

た。 

1.3.2 絶縁電線・ケーブルの劣化事象と対策（3 章） 

絶縁電線・ケーブルおよび接続材料における劣化事象の

調査を行い，各々の劣化事象に対する用品上の対策や現場

での運用対策などについて調査を行った。 

なお，調査にあたっては，「絶縁電線」「ケーブル」「接続

材料」において，これらを構成する部材毎に劣化事象と対

策を整理した。 

1.3.3 絶縁電線・ケーブルの診断評価手法（4 章） 

絶縁電線・ケーブルの製造から撤去に至るまで，用品と

してのライフサイクルにおける各過程の診断評価手法につ

いて調査を行った。 

具体的には，製造会社における製造時に性能を担保する

ための診断，電力会社における現場施設後に状態把握する

ための診断，故障時に原因究明するための診断，撤去後に

リユースするための診断，さらには促進試験評価などによ

る余寿命診断について，体系的に取りまとめた。 

また，3 章の劣化事象に関連づけて診断評価手法を整理す

るとともに，比較評価できるように一覧表に関連性を取り

まとめた。 
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